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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　車両に装着したタイヤの空気圧低下を検出する装置であって、
　車両の各輪のタイヤの回転速度を定期的に検出する回転速度検出手段と、
　この回転速度検出手段により得られる回転速度情報から、所定の複数の速度領域毎に車
両の前輪と後輪の回転車輪速度比を求める回転車輪速度比算出手段と、
　車両のホイールトルクを求めるホイールトルク算出手段と、
　前記速度領域毎に正常内圧時における、ホイールトルクと、前輪と後輪の回転車輪速度
比との関係を求める初期化手段と、
　この初期化手段により求めた前記関係を記憶する記憶手段と、
　前記速度領域毎に前記回転車輪速度比算出手段により得られる回転車輪速度比と、前記
ホイールトルク算出手段により得られるホイールトルクと前記記憶手段に記憶されている
前記関係とから得られる正常内圧時における回転車輪速度比とを比較する比較手段と、
　この比較手段による比較結果を前後方向加速度で補正し、この補正後の値に基づいてタ
イヤ空気圧が低下しているか否かを判定する判定手段と
　を備えたことを特徴とするタイヤ空気圧低下検出装置。
【請求項２】
　前記初期化手段は、前記速度領域毎に正常内圧時における、ホイールトルクと、前輪と
後輪の回転車輪速度比との関係を回帰直線により求める手段を備えており、
　前記比較手段は、前記速度領域毎に前記回転車輪速度比算出手段により得られる回転車
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輪速度比と、前記ホイールトルク算出手段により得られるホイールトルクと前記回帰直線
とから得られる正常内圧時における回転車輪速度比とを比較するように構成されている、
請求項１に記載のタイヤ空気圧低下検出装置。
【請求項３】
　前記初期化手段は、前記速度領域毎に複数のホイールトルク領域を設定し、正常内圧時
に、ホイールトルク領域毎に前輪と後輪の回転車輪速度比の平均値を算出する手段を備え
ており、
　前記比較手段は、前記速度領域毎に前記回転車輪速度比算出手段により得られる回転車
輪速度比と、前記ホイールトルク算出手段により得られるホイールトルクが含まれるホイ
ールトルク領域における前記回転車輪速度比の平均値とを比較するように構成されている
、請求項１に記載のタイヤ空気圧低下検出装置。
【請求項４】
　前記初期化手段は、前記速度領域毎に複数のホイールトルク領域を設定し、正常内圧時
に、ホイールトルク領域毎にホイールトルクの平均値と、前輪と後輪の回転車輪速度比の
平均値とを算出する手段、及び、各領域の平均値を結ぶ基準直線を求める手段を備えてお
り、
　前記比較手段は、前記速度領域毎に前記回転車輪速度比算出手段により得られる回転車
輪速度比と、前記ホイールトルク算出手段により得られるホイールトルクと前記基準直線
とから得られる正常内圧時における回転車輪速度比とを比較するように構成されている、
請求項１に記載のタイヤ空気圧低下検出装置。
【請求項５】
　前記初期化手段は、前記速度領域毎に正常内圧時における、ホイールトルクと、前輪と
後輪の回転車輪速度比との関係を回帰直線により求める手段を備えており、回帰直線導出
後、前後方向加速度と回帰直線からの変位とから前後方向加速度での補正量を求めるよう
に構成されている、請求項１に記載のタイヤ空気圧低下検出装置。
【請求項６】
　前記初期化手段は、前記速度領域毎に複数のホイールトルク領域を設定し、正常内圧時
に、ホイールトルク領域毎に前輪と後輪の回転車輪速度比の平均値を算出する手段を備え
ており、平均値導出後、前後方向加速度と平均値からの変位とから前後方向加速度での補
正量を求めるように構成されている、請求項１に記載のタイヤ空気圧低下検出装置。
【請求項７】
　前記初期化手段は、前記速度領域毎に複数のホイールトルク領域を設定し、正常内圧時
に、ホイールトルク領域毎にホイールトルクの平均値と、前輪と後輪の回転車輪速度比の
平均値とを算出する手段、及び、各領域の平均値を結ぶ基準直線を求める手段を備えてお
り、基準直線導出後、前後方向加速度と基準直線からの変位とから前後方向加速度での補
正量を求めるように構成されている、請求項１に記載のタイヤ空気圧低下検出装置。
【請求項８】
　車両に装着したタイヤの空気圧低下を検出する方法であって、
　車両の各輪のタイヤの回転速度を定期的に検出する回転速度検出工程、
　回転速度検出工程で得られる回転速度情報から、所定の複数の速度領域毎に車両の前輪
と後輪の回転車輪速度比を求める回転車輪速度比算出工程と、
　車両のホイールトルクを求めるホイールトルク算出工程と、
　前記速度領域毎に正常内圧時における、ホイールトルクと、前輪と後輪の回転車輪速度
比との関係を求める初期化工程と、
　この初期化工程で求めた前記関係を記憶する記憶工程と、
　前記速度領域毎に前記回転車輪速度比と、前記ホイールトルクと前記記憶されている関
係とから得られる正常内圧時における回転車輪速度比とを比較する比較工程と、
　この比較手工程における比較結果を前後方向加速度で補正し、この補正後の値に基づい
てタイヤ空気圧が低下しているか否かを判定する判定工程と
　を含むことを特徴とするタイヤ空気圧低下検出方法。



(3) JP 4964329 B2 2012.6.27

10

20

30

40

50

【請求項９】
　前記初期化工程は、前記速度領域毎に正常内圧時における、ホイールトルクと、前輪と
後輪の回転車輪速度比との関係を回帰直線により求める工程を含んでおり、
　前記比較工程において、前記速度領域毎に前記回転車輪速度比算出工程で算出された回
転車輪速度比と、前記ホイールトルク算出工程で算出されたホイールトルクと前記回帰直
線とから得られる正常内圧時における回転車輪速度比とを比較する、請求項８に記載のタ
イヤ空気圧低下検出方法。
【請求項１０】
　前記初期化工程は、前記速度領域毎に複数のホイールトルク領域を設定し、正常内圧時
に、ホイールトルク領域毎に前輪と後輪の回転車輪速度比の平均値を算出する平均値算出
工程を含んでおり、
　前記比較工程において、前記速度領域毎に前記回転車輪速度比算出工程で算出された回
転車輪速度比と、前記ホイールトルク算出工程で算出されたホイールトルクが含まれるホ
イールトルク領域における前記回転車輪速度比の平均値とを比較する、請求項８に記載の
タイヤ空気圧低下検出方法。
【請求項１１】
　前記初期化工程は、前記速度領域毎に複数のホイールトルク領域を設定し、正常内圧時
に、ホイールトルク領域毎にホイールトルクの平均値と、前輪と後輪の回転車輪速度比の
平均値とを算出する平均値算出工程、及び、各領域の平均値を結ぶ基準直線を求める工程
を含んでおり、
　前記比較工程において、前記速度領域毎に前記回転車輪速度比算出工程で算出された回
転車輪速度比と、前記ホイールトルク算出工程で算出されたホイールトルクと前記基準直
線とから得られる正常内圧時における回転車輪速度比とを比較する、請求項８に記載のタ
イヤ空気圧低下検出方法。
【請求項１２】
　前記初期化工程は、前記速度領域毎に正常内圧時における、ホイールトルクと、前輪と
後輪の回転車輪速度比との関係を回帰直線により求める工程を含んでおり、回帰直線導出
後、前後方向加速度と回帰直線からの変位とから前後方向加速度での補正量を求める、請
求項８に記載のタイヤ空気圧低下検出方法。
【請求項１３】
　前記初期化工程は、前記速度領域毎に複数のホイールトルク領域を設定し、正常内圧時
に、ホイールトルク領域毎に前輪と後輪の回転車輪速度比の平均値を算出する工程を含ん
でおり、平均値導出後、前後方向加速度と平均値からの変位とから前後方向加速度での補
正量を求める、請求項８に記載のタイヤ空気圧低下検出方法。
【請求項１４】
　前記初期化工程は、前記速度領域毎に複数のホイールトルク領域を設定し、正常内圧時
に、ホイールトルク領域毎にホイールトルクの平均値と、前輪と後輪の回転車輪速度比の
平均値とを算出する工程、及び、各領域の平均値を結ぶ基準直線を求める工程を含んでお
り、基準直線導出後、前後方向加速度と基準直線からの変位とから前後方向加速度での補
正量を求める、請求項８に記載のタイヤ空気圧低下検出方法。
【請求項１５】
　車両に装着したタイヤの空気圧低下を検出するためにコンピュータを、車両の各輪のタ
イヤの回転速度を定期的に検出する回転速度検出手段により得られる回転速度情報から、
所定の複数の速度領域毎に車両の前輪と後輪の回転車輪速度比を求める回転車輪速度比算
出手段、車両のホイールトルクを求めるホイールトルク算出手段、前記速度領域毎に正常
内圧時における、ホイールトルクと、前輪と後輪の回転車輪速度比との関係を求める初期
化手段、前記速度領域毎に前記回転車輪速度比算出手段により得られる回転車輪速度比と
、前記ホイールトルク算出手段により得られるホイールトルクと前記により求めた前記関
係とから得られる正常内圧時における回転車輪速度比とを比較する比較手段、及びこの比
較手段による比較結果を前後方向加速度で補正し、この補正後の値に基づいてタイヤ空気
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圧が低下しているか否かを判定する判定手段として機能させることを特徴とするタイヤの
空気圧低下検出プログラム。
【請求項１６】
　前記初期化手段は、前記速度領域毎に正常内圧時における、ホイールトルクと、前輪と
後輪の回転車輪速度比との関係を回帰直線により求める手段を備えており、
　前記比較手段は、前記速度領域毎に前記回転車輪速度比算出手段により得られる回転車
輪速度比と、前記ホイールトルク算出手段により得られるホイールトルクと前記回帰直線
とから得られる正常内圧時における回転車輪速度比とを比較するように構成されている、
請求項１５に記載のタイヤの空気圧低下検出プログラム。
【請求項１７】
　前記初期化手段は、前記速度領域毎に複数のホイールトルク領域を設定し、正常内圧時
に、ホイールトルク領域毎に前輪と後輪の回転車輪速度比の平均値を算出する手段を備え
ており、
　前記比較手段は、前記速度領域毎に前記回転車輪速度比算出手段により得られる回転車
輪速度比と、前記ホイールトルク算出手段により得られるホイールトルクが含まれるホイ
ールトルク領域における前記回転車輪速度比の平均値とを比較するように構成されている
、請求項１５に記載のタイヤの空気圧低下検出プログラム。
【請求項１８】
　前記初期化手段は、前記速度領域毎に複数のホイールトルク領域を設定し、正常内圧時
に、ホイールトルク領域毎にホイールトルクの平均値と、前輪と後輪の回転車輪速度比の
平均値とを算出する手段、及び、各領域の平均値を結ぶ基準直線を求める手段を備えてお
り、
　前記比較手段は、前記速度領域毎に前記回転車輪速度比算出手段により得られる回転車
輪速度比と、前記ホイールトルク算出手段により得られるホイールトルクと前記基準直線
とから得られる正常内圧時における回転車輪速度比とを比較するように構成されている、
請求項１５に記載のタイヤの空気圧低下検出プログラム。
【請求項１９】
　前記初期化手段は、前記速度領域毎に正常内圧時における、ホイールトルクと、前輪と
後輪の回転車輪速度比との関係を回帰直線により求める手段を備えており、回帰直線導出
後、前後方向加速度と回帰直線からの変位とから前後方向加速度での補正量を求めるよう
に構成されている、請求項１５に記載のタイヤの空気圧低下検出プログラム。
【請求項２０】
　前記初期化手段は、前記速度領域毎に複数のホイールトルク領域を設定し、正常内圧時
に、ホイールトルク領域毎に前輪と後輪の回転車輪速度比の平均値を算出する手段を備え
ており、平均値導出後、前後方向加速度と平均値からの変位とから前後方向加速度での補
正量を求めるように構成されている、請求項１５に記載のタイヤの空気圧低下検出プログ
ラム。
【請求項２１】
　前記初期化手段は、前記速度領域毎に複数のホイールトルク領域を設定し、正常内圧時
に、ホイールトルク領域毎にホイールトルクの平均値と、前輪と後輪の回転車輪速度比の
平均値とを算出する手段、及び、各領域の平均値を結ぶ基準直線を求める手段を備えてお
り、基準直線導出後、前後方向加速度と基準直線からの変位とから前後方向加速度での補
正量を求めるように構成されている、請求項１５に記載のタイヤの空気圧低下検出プログ
ラム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明はタイヤ空気圧低下検出装置及び方法、並びにタイヤの空気圧低下検出プログラ
ムに関する。
【背景技術】
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【０００２】
　従来、車両に装着された４輪タイヤの回転（車輪速度）情報から当該タイヤの減圧を検
出するタイヤ空気圧低下検出装置がある。この装置は、タイヤが減圧すると正常空気圧の
タイヤより外径（タイヤの動荷重半径）が減少するため、他の正常なタイヤに比べると回
転速度や回転角速度が増加するという原理を用いている。例えばタイヤの回転角速度の相
対的な差から内圧低下を検出する方法（例えば、特許文献１参照）では、判定値ＤＥＬ´
として、
ＤＥＬ´={（Ｆ１+Ｆ４）／２-（Ｆ２+Ｆ３）／２}／{（Ｆ１+Ｆ２+Ｆ３+Ｆ４）／４}×
１００（％）
を用いている。ここで、Ｆ１～Ｆ４は、それぞれ左前輪タイヤ、右前輪タイヤ、左後輪タ
イヤ及び右後輪タイヤの回転角速度である。
【０００３】
　しかしながら、この方法は４輪の対角にある回転角速度の和同士の差に基づく判定値で
あるＤＥＬ´を用いて減圧判定しているため、前輪２輪タイヤの同時減圧又は後輪２輪タ
イヤの同時減圧を判定することができない。このため、タイヤが減圧していると分からず
に走行を続けることにより、タイヤの転がり抵抗の増加による燃費の悪化、ひいてはバー
ストにつながるという問題がある。
【０００４】
　そこで、このような前輪２輪タイヤ又は後輪２輪タイヤの同時減圧を判定するために種
々の方法が提案されている。例えば、特許文献２では、車両の前輪２輪の回転情報と後輪
２輪の回転情報とを比較し、得られる比較値と所定の閾値との関係に基づいて、前記前輪
２輪タイヤ又は後輪２輪タイヤの同時減圧を判定している。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開昭６３－３０５０１１号公報
【特許文献２】特開２００３－１６５３１８号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　しかしながら、特許文献２記載の方法を含む従来の方法では、限られた車両走行条件の
もとでのみ前輪２輪タイヤ又は後輪２輪タイヤの同時減圧の判定が可能であるという制約
があった。具体的に、特許文献２記載の方法では、車両が直線走行をしており、且つ、タ
イヤに駆動や制動がかかっていない場合にのみ前輪２輪タイヤ又は後輪２輪タイヤの同時
減圧を判定しており、車両の加減速時には同時減圧を判定することができない。
【０００７】
　そこで、本出願人は、さきに車両の速度に関係なく前輪２輪タイヤ又は後輪２輪タイヤ
の同時減圧を判定することができるタイヤ空気圧低下検出装置及び方法、並びにタイヤの
空気圧低下検出プログラムを提案している（特願２００９－１３５１９０。以下、「先願
発明」という）。
【０００８】
　この先願発明に係る装置は、車両の各輪のタイヤの回転速度を定期的に検出する回転速
度検出手段と、この回転速度検出手段により得られる回転速度情報から、所定の複数の速
度領域毎に車両の前輪と後輪の回転車輪速度比を求める回転車輪速度比算出手段と、車両
のホイールトルクを求めるホイールトルク算出手段と、前記速度領域毎に正常内圧時にお
ける、ホイールトルクと、前輪と後輪の回転車輪速度比との関係を求める初期化手段と、
この初期化手段により求めた前記関係を記憶する記憶手段と、前記速度領域毎に前記回転
車輪速度比算出手段により得られる回転車輪速度比と、前記ホイールトルク算出手段によ
り得られるホイールトルクと前記記憶手段に記憶されている前記関係とから得られる正常
内圧時における回転車輪速度比とを比較する比較手段と、この比較手段による比較結果に
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基づいてタイヤ空気圧が低下しているか否かを判定する判定手段とを備えている。そして
、初期化手段によって、所定の複数の速度領域毎に正常内圧時における、ホイールトルク
と、前輪と後輪の回転車輪速度比との関係を求めておき、この関係を利用してタイヤ空気
圧の低下を判定している。すなわち、複数の速度領域毎に予め求めておいた、ホイールト
ルクと、前輪と後輪の回転車輪速度比との関係を利用して、前輪２輪タイヤ又は後輪２輪
タイヤが同時減圧していると判定するため、前輪と後輪とでタイヤの種類が異なる場合や
前輪と後輪とでタイヤに掛かる荷重が大きく異なる場合であっても、速度に応じたそれら
の影響（車輪回転速度への影響）を考慮することで、減圧判定の精度を向上させることが
できる。
【０００９】
　本発明は、かかる先願発明に更なる改良を加えたものであり、前輪と後輪とでタイヤの
種類が異なる場合や前輪と後輪とでタイヤに掛かる荷重が大きく異なる場合であっても、
未警報（減圧時）や誤報（正常内圧時）の可能性を更に少なくすることができるタイヤ空
気圧低下検出装置及び方法、並びにタイヤの空気圧低下検出プログラムを提供することを
目的としている。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　本発明のタイヤ空気圧低下検出装置（以下、単に「検出装置」ともいう）は、車両に装
着したタイヤの空気圧低下を検出する装置であって、
　車両の各輪のタイヤの回転速度を定期的に検出する回転速度検出手段と、
　この回転速度検出手段により得られる回転速度情報から、所定の複数の速度領域毎に車
両の前輪と後輪の回転車輪速度比を求める回転車輪速度比算出手段と、
　車両のホイールトルクを求めるホイールトルク算出手段と、
　前記速度領域毎に正常内圧時における、ホイールトルクと、前輪と後輪の回転車輪速度
比との関係を求める初期化手段と、
　この初期化手段により求めた前記関係を記憶する記憶手段と、
　前記速度領域毎に前記回転車輪速度比算出手段により得られる回転車輪速度比と、前記
ホイールトルク算出手段により得られるホイールトルクと前記記憶手段に記憶されている
前記関係とから得られる正常内圧時における回転車輪速度比とを比較する比較手段と、
　この比較手段による比較結果を前後方向加速度で補正し、この補正後の値に基づいてタ
イヤ空気圧が低下しているか否かを判定する判定手段と
　を備えたことを特徴としている。
【００１１】
　本発明の検出装置では、前輪と後輪の回転車輪速度比が、車両速度ではなくホイールト
ルクとの間に相関関係を有することに着目し、初期化手段によって、所定の複数の速度領
域毎に正常内圧時における、ホイールトルクと、前輪と後輪の回転車輪速度比との関係を
求めておき、この関係を利用してタイヤ空気圧の低下を判定している。具体的には、初期
化後の車両走行時に、ホイールトルク算出手段により求めたホイールトルクと前記関係か
ら得られる前輪と後輪の回転車輪速度比（正常内圧の場合の回転車輪速度比）と、回転車
輪速度比算出手段により得られる回転車輪速度比とを比較し、その差又は比が所定の閾値
よりも大きい場合に、前輪２輪タイヤ又は後輪２輪タイヤが同時減圧していると判定する
。前記相関関係は、車両が一定速度で走行している場合も、加速又は減速している場合で
も成立する。したがって、車両速度の制約を受けることなく、前輪２輪タイヤ又は後輪２
輪タイヤの同時減圧を検出することができる。
【００１２】
　また、複数の速度領域毎に予め求めておいた、ホイールトルクと、前輪と後輪の回転車
輪速度比との関係を利用して、前輪２輪タイヤ又は後輪２輪タイヤが同時減圧していると
判定するため、前輪と後輪とでタイヤの種類が異なる場合や前輪と後輪とでタイヤに掛か
る荷重が大きく異なる場合であっても、速度に応じたそれらの影響（車輪回転速度への影
響）を考慮することで、減圧判定の精度を向上させることができる。
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　さらに、比較手段による比較結果を前後方向加速度で補正し、この補正後の値に基づい
てタイヤ空気圧の低下を判定するので、前後方向加速度の違いによる判定精度のばらつき
を解消し、未警報（減圧時）や誤報（正常内圧時）の可能性を一層少なくすることができ
る。
【００１３】
　前記初期化手段を、前記速度領域毎に正常内圧時における、ホイールトルクと、前輪と
後輪の回転車輪速度比との関係を回帰直線により求める手段を備えたものとし、
　前記比較手段を、前記速度領域毎に前記回転車輪速度比算出手段により得られる回転車
輪速度比と、前記ホイールトルク算出手段により得られるホイールトルクと前記回帰直線
とから得られる正常内圧時における回転車輪速度比とを比較するように構成することがで
きる。この場合、速度領域毎に求めておいた回帰直線を利用して、あるホイールトルクに
おける回転車輪速度比を求めることができ、この回転車輪速度比と、前記回転車輪速度比
算出手段により得られる回転車輪速度比との比較により、同軸２輪の減圧を検出すること
ができる。
【００１４】
　前記初期化手段を、前記速度領域毎に複数のホイールトルク領域を設定し、正常内圧時
に、ホイールトルク領域毎に前輪と後輪の回転車輪速度比の平均値を算出する手段を備え
たものとし、
　前記比較手段を、前記速度領域毎に前記回転車輪速度比算出手段により得られる回転車
輪速度比と、前記ホイールトルク算出手段により得られるホイールトルクが含まれるホイ
ールトルク領域における前記回転車輪速度比の平均値とを比較するように構成することが
できる。この場合、速度領域毎に予め求めておいた、あるホイールトルクが含まれるホイ
ールトルク領域における前記回転車輪速度比の平均値と、前記回転車輪速度比算出手段に
より得られる回転車輪速度比との比較により、同軸２輪の減圧を検出することができる。
【００１５】
　前記初期化手段を、前記速度領域毎に複数のホイールトルク領域を設定し、正常内圧時
に、ホイールトルク領域毎にホイールトルクの平均値と、前輪と後輪の回転車輪速度比の
平均値とを算出する手段、及び、各領域の平均値を結ぶ基準直線を求める手段を備えたも
のとし、
　前記比較手段を、前記速度領域毎に前記回転車輪速度比算出手段により得られる回転車
輪速度比と、前記ホイールトルク算出手段により得られるホイールトルクと前記基準直線
とから得られる正常内圧時における回転車輪速度比とを比較するように構成することがで
きる。この場合、速度領域毎に予め求めておいた基準直線を利用して、あるホイールトル
クにおける回転車輪速度比を求めることができ、この回転車輪速度比と、前記回転車輪速
度比算出手段により得られる回転車輪速度比との比較により、同軸２輪の減圧を検出する
ことができる。
【００１６】
　前記初期化手段を、前記速度領域毎に正常内圧時における、ホイールトルクと、前輪と
後輪の回転車輪速度比との関係を回帰直線により求める手段を備えたものとし、回帰直線
導出後、前後方向加速度と回帰直線からの変位とから前後方向加速度での補正量を求める
ように構成することができる。
【００１７】
　前記初期化手段を、前記速度領域毎に複数のホイールトルク領域を設定し、正常内圧時
に、ホイールトルク領域毎に前輪と後輪の回転車輪速度比の平均値を算出する手段を備え
たものとし、平均値導出後、前後方向加速度と平均値からの変位とから前後方向加速度で
の補正量を求めるように構成することができる。
【００１８】
　前記初期化手段を、前記速度領域毎に複数のホイールトルク領域を設定し、正常内圧時
に、ホイールトルク領域毎にホイールトルクの平均値と、前輪と後輪の回転車輪速度比の
平均値とを算出する手段、及び、各領域の平均値を結ぶ基準直線を求める手段を備えたも
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のとし、基準直線導出後、前後方向加速度と基準直線からの変位とから前後方向加速度で
の補正量を求めるように構成することができる。
【００１９】
　本発明のタイヤ空気圧低下検出方法（以下、単に「検出方法」ともいう）は、車両に装
着したタイヤの空気圧低下を検出する方法であって、
　車両の各輪のタイヤの回転速度を定期的に検出する回転速度検出工程、
　回転速度検出工程で得られる回転速度情報から、所定の複数の速度領域毎に車両の前輪
と後輪の回転車輪速度比を求める回転車輪速度比算出工程と、
　車両のホイールトルクを求めるホイールトルク算出工程と、
　前記速度領域毎に正常内圧時における、ホイールトルクと、前輪と後輪の回転車輪速度
比との関係を求める初期化工程と、
　この初期化工程で求めた前記関係を記憶する記憶工程と、
　前記速度領域毎に前記回転車輪速度比と、前記ホイールトルクと前記記憶されている関
係とから得られる正常内圧時における回転車輪速度比とを比較する比較工程と、
　この比較手工程における比較結果を前後方向加速度で補正し、この補正後の値に基づい
てタイヤ空気圧が低下しているか否かを判定する判定工程と
　を含むことを特徴としている。
【００２０】
　本発明の検出方法では、前輪と後輪の回転車輪速度比が、車両速度ではなくホイールト
ルクとの間に相関関係を有することに着目し、初期化手段によって、所定の複数の速度領
域毎に正常内圧時における、ホイールトルクと、前輪と後輪の回転車輪速度比との関係を
求めておき、この関係を利用してタイヤ空気圧の低下を判定している。具体的には、初期
化後の車両走行時に、ホイールトルク算出手段により求めたホイールトルクと前記関係か
ら得られる前輪と後輪の回転車輪速度比（正常内圧の場合の回転車輪速度比）と、回転車
輪速度比算出手段により得られる回転車輪速度比とを比較し、その差又は比が所定の閾値
よりも大きい場合に、前輪２輪タイヤ又は後輪２輪タイヤが同時減圧していると判定する
。前記相関関係は、車両が一定速度で走行している場合も、加速又は減速している場合で
も成立する。したがって、車両速度の制約を受けることなく、前輪２輪タイヤ又は後輪２
輪タイヤの同時減圧を検出することができる。
【００２１】
　また、複数の速度領域毎に予め求めておいた、ホイールトルクと、前輪と後輪の回転車
輪速度比との関係を利用して、前輪２輪タイヤ又は後輪２輪タイヤが同時減圧していると
判定するため、前輪と後輪とでタイヤの種類が異なる場合や前輪と後輪とでタイヤに掛か
る荷重が大きく異なる場合であっても、速度に応じたそれらの影響（車輪回転速度への影
響）を考慮することで、減圧判定の精度を向上させることができる。
　さらに、比較手段による比較結果を前後方向加速度で補正し、この補正後の値に基づい
てタイヤ空気圧の低下を判定するので、前後方向加速度の違いによる判定精度のばらつき
を解消し、未警報（減圧時）や誤報（正常内圧時）の可能性を一層少なくすることができ
る。
【００２２】
　前記初期化工程を、前記速度領域毎に正常内圧時における、ホイールトルクと、前輪と
後輪の回転車輪速度比との関係を回帰直線により求める工程を含んだものとし、
　前記比較工程において、前記速度領域毎に前記回転車輪速度比算出工程で算出された回
転車輪速度比と、前記ホイールトルク算出工程で算出されたホイールトルクと前記回帰直
線とから得られる正常内圧時における回転車輪速度比とを比較することができる。
【００２３】
　前記初期化工程を、前記速度領域毎に複数のホイールトルク領域を設定し、正常内圧時
に、ホイールトルク領域毎に前輪と後輪の回転車輪速度比の平均値を算出する平均値算出
工程を含んだものとし、
　前記比較工程において、前記速度領域毎に前記回転車輪速度比算出工程で算出された回
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転車輪速度比と、前記ホイールトルク算出工程で算出されたホイールトルクが含まれるホ
イールトルク領域における前記回転車輪速度比の平均値とを比較することができる。
【００２４】
　前記初期化工程を、前記速度領域毎に複数のホイールトルク領域を設定し、正常内圧時
に、ホイールトルク領域毎にホイールトルクの平均値と、前輪と後輪の回転車輪速度比の
平均値とを算出する平均値算出工程、及び、各領域の平均値を結ぶ基準直線を求める工程
を含んだものとし、
　前記比較工程において、前記速度領域毎に前記回転車輪速度比算出工程で算出された回
転車輪速度比と、前記ホイールトルク算出工程で算出されたホイールトルクと前記基準直
線とから得られる正常内圧時における回転車輪速度比とを比較することができる。
【００２５】
　前記初期化工程を、前記速度領域毎に正常内圧時における、ホイールトルクと、前輪と
後輪の回転車輪速度比との関係を回帰直線により求める工程を含んだものとし、回帰直線
導出後、前後方向加速度と回帰直線からの変位とから前後方向加速度での補正量を求める
ことができる。
【００２６】
　前記初期化工程を、前記速度領域毎に複数のホイールトルク領域を設定し、正常内圧時
に、ホイールトルク領域毎に前輪と後輪の回転車輪速度比の平均値を算出する工程を含ん
だものとし、平均値導出後、前後方向加速度と平均値からの変位とから前後方向加速度で
の補正量を求めることができる。
【００２７】
　前記初期化工程を、前記速度領域毎に複数のホイールトルク領域を設定し、正常内圧時
に、ホイールトルク領域毎に前輪と後輪の回転車輪速度比の平均値を算出する工程を含ん
だものとし、平均値導出後、前後方向加速度と平均値からの変位とから前後方向加速度で
の補正量を求めることができる。
【００２８】
　前記初期化工程を、前記速度領域毎に複数のホイールトルク領域を設定し、正常内圧時
に、ホイールトルク領域毎にホイールトルクの平均値と、前輪と後輪の回転車輪速度比の
平均値とを算出する工程、及び、各領域の平均値を結ぶ基準直線を求める工程を含んだも
のとし、基準直線導出後、前後方向加速度と基準直線からの変位とから当該前後方向加速
度での補正量を求めることができる。
【００２９】
　本発明のタイヤの空気圧低下検出プログラム（以下、単に「プログラム」ともいう）は
、車両に装着したタイヤの空気圧低下を検出するためにコンピュータを、車両の各輪のタ
イヤの回転速度を定期的に検出する回転速度検出手段により得られる回転速度情報から、
所定の複数の速度領域毎に車両の前輪と後輪の回転車輪速度比を求める回転車輪速度比算
出手段、車両のホイールトルクを求めるホイールトルク算出手段、前記速度領域毎に正常
内圧時における、ホイールトルクと、前輪と後輪の回転車輪速度比との関係を求める初期
化手段、前記速度領域毎に前記回転車輪速度比算出手段により得られる回転車輪速度比と
、前記ホイールトルク算出手段により得られるホイールトルクと前記により求めた前記関
係とから得られる正常内圧時における回転車輪速度比とを比較する比較手段、及びこの比
較手段による比較結果を前後方向加速度で補正し、この補正後の値に基づいてタイヤ空気
圧が低下しているか否かを判定する判定手段として機能させることを特徴としている。
【００３０】
　前記初期化手段を、前記速度領域毎に正常内圧時における、ホイールトルクと、前輪と
後輪の回転車輪速度比との関係を回帰直線により求める手段を備えており、
　前記比較手段を、前記速度領域毎に前記回転車輪速度比算出手段により得られる回転車
輪速度比と、前記ホイールトルク算出手段により得られるホイールトルクと前記回帰直線
とから得られる正常内圧時における回転車輪速度比とを比較するように構成することがで
きる。
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【００３１】
　前記初期化手段を、前記速度領域毎に複数のホイールトルク領域を設定し、正常内圧時
に、ホイールトルク領域毎に前輪と後輪の回転車輪速度比の平均値を算出する手段を備え
たものとし、
　前記比較手段を、前記速度領域毎に前記回転車輪速度比算出手段により得られる回転車
輪速度比と、前記ホイールトルク算出手段により得られるホイールトルクが含まれるホイ
ールトルク領域における前記回転車輪速度比の平均値とを比較するように構成することが
できる。
【００３２】
　前記初期化手段を、前記速度領域毎に複数のホイールトルク領域を設定し、正常内圧時
に、ホイールトルク領域毎にホイールトルクの平均値と、前輪と後輪の回転車輪速度比の
平均値とを算出する手段、及び、各領域の平均値を結ぶ基準直線を求める手段を備えたも
のとし、
　前記比較手段を、前記速度領域毎に前記回転車輪速度比算出手段により得られる回転車
輪速度比と、前記ホイールトルク算出手段により得られるホイールトルクと前記基準直線
とから得られる正常内圧時における回転車輪速度比とを比較するように構成することがで
きる。
【００３３】
　前記初期化手段を、前記速度領域毎に正常内圧時における、ホイールトルクと、前輪と
後輪の回転車輪速度比との関係を回帰直線により求める手段を備えたものとし、回帰直線
導出後、前後方向加速度と回帰直線からの変位とから前後方向加速度での補正量を求める
ように構成することができる。
【００３４】
　前記初期化手段を、前記速度領域毎に複数のホイールトルク領域を設定し、正常内圧時
に、ホイールトルク領域毎に前輪と後輪の回転車輪速度比の平均値を算出する手段を備え
たものとし、平均値導出後、前後方向加速度と平均値からの変位とから前後方向加速度で
の補正量を求めるように構成することができる。
【００３５】
　前記初期化手段を、前記速度領域毎に複数のホイールトルク領域を設定し、正常内圧時
に、ホイールトルク領域毎にホイールトルクの平均値と、前輪と後輪の回転車輪速度比の
平均値とを算出する手段、及び、各領域の平均値を結ぶ基準直線を求める手段を備えたも
のとし、基準直線導出後、前後方向加速度と基準直線からの変位とから前後方向加速度で
の補正量を求めるように構成することができる。
【発明の効果】
【００３６】
　本発明の検出装置及び方法、並びにプログラムによれば、前輪と後輪とでタイヤの種類
が異なる場合や前輪と後輪とでタイヤに掛かる荷重が大きく異なる場合であっても、未警
報（減圧時）や誤報（正常内圧時）の可能性を更に少なくすることができる。
【図面の簡単な説明】
【００３７】
【図１】本発明の検出装置の一実施の形態を示すブロック図である。
【図２】図１に示される検出装置の電気的構成を示すブロック図である。
【図３】前輪と後輪のタイヤが異なる場合におけるＤＥＬとホイールトルクとの関係を示
す図である。
【図４】前輪と後輪のタイヤが異なる場合におけるＤＥＬとホイールトルクとの関係を示
す図である。
【図５】前輪と後輪のタイヤが異なる場合におけるＤＥＬとホイールトルクとの関係を示
す図である。
【図６】ホイールトルクと、前輪と後輪の回転速度比との関係を示す図である。
【図７】ホイールトルクと、ホイールトルク補正後の前輪と後輪の回転速度比との関係を
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示す図である。
【図８】ホイールトルクと前後方向加速度で補正をした前輪と後輪の回転速度比と、ホイ
ールトルクとの関係を示す図である。
【図９】実施例におけるホイールトルクと、前輪と後輪の回転速度比との関係を示す図で
ある。
【図１０】図９の回帰直線によって補正した前輪と後輪の回転速度比と、ホイールトルク
との関係を示す図である。
【図１１】前後方向加速度で補正した前輪と後輪の回転速度比と、ホイールトルクとの関
係を示す図である。
【発明を実施するための形態】
【００３８】
　以下、添付図面を参照しつつ、本発明の検出装置及び方法、並びにタイヤの空気圧低下
検出プログラムの実施の形態を詳細に説明する。
【００３９】
　図１に示されるように、本発明の一実施の形態に係る検出装置は、４輪車両に備えられ
た４つのタイヤの左前輪（ＦＬ）、右前輪（ＦＲ）、左後輪（ＲＬ）及び右後輪（ＲＲ）
の回転速度を検出するため、各タイヤに関連して設けられた通常の車輪速度検出手段（回
転速度検出手段）１を備えている。
【００４０】
　前記車輪速度検出手段１としては、電磁ピックアップなどを用いて回転パルスを発生さ
せてパルスの数から回転角速度及び車輪速度を測定するための車輪速センサ又はダイナモ
のように回転を利用して発電を行い、この電圧から回転角速度及び車輪速度を測定するた
めのものを含む角速度センサなどを用いることができる。前記車輪速度検出手段１の出力
は、ＡＢＳなどのコンピュータである制御ユニット２に与えられる。この制御ユニット２
には、例えばタイヤが減圧していることを表示するための液晶表示素子、プラズマ表示素
子又はＣＲＴなどで構成された表示器３、ドライバーによって操作することができる初期
化ボタン４、及びタイヤの減圧をドライバーに知らせる警報器５が接続されている。
【００４１】
　制御ユニット２は、図２に示されるように、外部装置との信号の受け渡しに必要なＩ／
Ｏインターフェース２ａと、演算処理の中枢として機能するＣＰＵ２ｂと、このＣＰＵ２
ｂの制御動作プログラムが格納されたＲＯＭ２ｃと、前記ＣＰＵ２ｂが制御動作を行う際
にデータなどが一時的に書き込まれたり、その書き込まれたデータが読み出されたりする
ＲＡＭ２ｄとから構成されている。
【００４２】
　前記車輪速度検出手段１では、タイヤの回転数に対応したパルス信号（以下、「車輪速
パルス」ともいう）が出力される。また、ＣＰＵ２ｂでは、車輪速度検出手段１から出力
された車輪速パルスに基づいて、所定のサンプリング周期ΔＴ（ｓｅｃ）、例えばΔＴ＝
０．０５秒毎に各タイヤの回転角速度が算出される。
【００４３】
　本実施の形態に係る検出装置は、車両の各輪のタイヤの回転速度を定期的に検出する車
輪速度検出手段（回転速度検出手段）１と、この回転速度検出手段により得られる回転速
度情報から、所定の複数の速度領域毎に車両の前輪と後輪の回転車輪速度比を求める回転
車輪速度比算出手段と、車両のホイールトルクを求めるホイールトルク算出手段と、前記
速度領域毎に正常内圧時における、ホイールトルクと、前輪と後輪の回転車輪速度比との
関係を求める初期化手段と、この初期化手段により求めた前記関係を記憶する記憶手段と
、前記速度領域毎に前記回転車輪速度比算出手段により得られる回転車輪速度比と、前記
ホイールトルク算出手段により得られるホイールトルクと前記記憶手段に記憶されている
前記関係とから得られる正常内圧時における回転車輪速度比とを比較する比較手段と、こ
の比較手段による比較結果を前後方向加速度で補正し、この補正後の値に基づいてタイヤ
空気圧が低下しているか否かを判定する判定手段とから構成されている。そして、タイヤ
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の空気圧低下検出プログラムは、前記制御ユニット２を、回転車輪速度比算出手段、ホイ
ールトルク算出手段、初期化手段、比較手段、及び判定手段として機能させる。
【００４４】
　本発明では、規定の空気圧（正常圧）にされたタイヤが装着された状態で装置の初期化
が行われ、その結果が制御ユニット２のＲＡＭ２ｄ（記憶手段）に記憶される。この初期
化は、初期化手段として機能するＣＰＵ２ｂにより行われ、具体的には、車輪速度検出手
段１から得られた車両の各車輪タイヤの回転速度情報から４輪タイヤのそれぞれの回転車
輪速度が求められ、ついでこれらの回転車輪速度から、前輪と後輪の回転車輪速度比（Ｄ
ＥＬ）が、例えば
ＤＥＬ={(ＦＬ+ＦＲ)／（ＲＬ+ＲＲ）-１}×１００（％）・・・・・・（１）
として求められる。ここで、ＦＬ、ＦＲ、ＲＬ及びＲＲは、それぞれ左前輪タイヤ、右前
輪タイヤ、左後輪タイヤ及び右後輪タイヤの回転車輪速度である。なお、ＤＥＬを求める
式は式（１）に限定されるものではなく、例えば
ＤＥＬ＝{(ＦＬ＋ＦＲ)／２－(ＲＬ＋ＲＲ)／２}／{(ＦＬ＋ＦＲ＋ＲＬ＋ＲＲ)／４}×１
００（％）・・・・・・（２）
により求めることができる。
【００４５】
　また、ホイールトルクは、エンジンの制御装置から得られるエンジンのトルク（Ｔ）及
び回転数（Ｒ）などから導き出すことができる。例えば、駆動輪１輪あたりのホイールト
ルク（ＷＴ）は、つぎの式（３）により表わすことができる。
ＷＴ=（Ｔ×Ｒ）／駆動輪の回転数／駆動輪の数・・・・・・（３）
この式（３）のうち、（Ｒ／駆動輪の回転数）は、ギア比又はシフトポジション（車の変
速ギアのＬ、２、３・・・のことであり、オートマチック車であれば、どのギアで走行中
なのかが分かる。そして、それぞれのギア比を記憶手段に予め記憶させておけば、シフト
ポジションだけで（Ｒ／駆動輪の回転数）を知ることができる）から算出することができ
る。
【００４６】
　そして、以上のようにして求められた前輪と後輪の回転車輪速度比と、ホイールトルク
との関係が記憶手段に記憶される。なお、本発明では、以下の理由により、所定の複数の
速度領域毎に車両の前輪と後輪の回転車輪速度比を求めている。
【００４７】
　ホイールトルクと、前輪と後輪の回転速度比との関係は、車両に装着されているタイヤ
が同じであり、前輪のタイヤと後輪のタイヤに掛かる荷重の差が小さい場合には、図３の
細い実線に示されるように、車両の速度に関係なくほぼ１本の直線ＲＬ上に乗ってくる。
したがって、正常内圧時に行われる初期化工程において、このような１本の直線（回帰直
線）を求め、この直線を記憶させておけば、当該直線からの差に基づいて前輪２輪又は後
輪２輪の同時減圧を判定することができる。
【００４８】
　しかしながら、前輪と後輪で異なるタイヤが装着されている場合や、同じタイヤが装着
されていても前輪と後輪でタイヤに掛かる荷重が大きく異なる場合（例えば、トランクに
重い荷物を積載した場合など）では、車両速度によって、タイヤの遠心力に起因する当該
タイヤの膨れの程度が異なるため、ホイールトルクと、前輪と後輪の回転速度比との関係
が１本の直線上に乗らなくなる。このため、無理やりに１本の直線を求め、この直線に基
づいて減圧を判定しようとすると、減圧しているにもかかわらず警報が発せられなかった
り（未警報）、逆に、正常内圧であるにもかかわらず警報が発せられたりすることがある
（誤報）。
【００４９】
　そこで、複数の速度領域を設定し、速度領域毎に前輪と後輪の回転車輪速度比と、ホイ
ールトルクとの関係を求めることで、前述した前輪と後輪で異なるタイヤが装着されてい
る場合などにおける未警報や誤報の問題を減らすことができる。
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【００５０】
　図３は、前輪と後輪とでタイヤの種類が異なる場合における、ホイールトルクと、前輪
と後輪の回転速度比との関係を模式的に示している。図３において、細い実線はすべての
車両速度を対象として得られたデータに基づいて求めた回帰直線ＲＬであり、太い破線Ａ
は低速域（例えば、～１００ｋｍ／ｈ）で得られたデータに基づいて求めた回帰直線、太
い実線Ｂは中速域（例えば、１００～１５０ｋｍ／ｈ）で得られたデータに基づいて求め
た回帰直線、太い一点鎖線Ｃは高速域（例えば、１５０～２００ｋｍ／ｈ）で得られたデ
ータに基づいて求めた回帰直線である。また、ＤＥＬｄは前輪を２輪とも３０％減圧させ
たときの或る速度における前輪と後輪の回転速度比である。前記低速域はトルクが小さい
小トルク領域（トルク領域１）に対応し、中速域はトルクが中位の中トルク領域（トルク
領域２）に対応し、高速域はトルクが大きい大トルク領域（トルク領域３）に対応する。
【００５１】
　図３に示されるように、車両速度にかかわらず１本の回帰直線ＲＬを求めた場合、この
回帰直線ＲＬから求められる正常内圧時における前輪と後輪の回転速度比ＤＥＬｎ１と、
前輪２輪３０％減圧時における前輪と後輪の回転速度比ＤＥＬｄとの差ｄ１が小さいため
、減圧していると判定されずに未警報となる。これに対し、速度領域毎に求めた回帰直線
（太い破線Ａで示される回帰直線）を用いると、この回帰直線から求められる正常内圧時
における前輪と後輪の回転速度比ＤＥＬｎ２と、前輪２輪３０％減圧時における前輪と後
輪の回転速度比ＤＥＬｄとの差ｄ２が大きいので、減圧していると判定することができる
。
【００５２】
　図４は、図３と同様に、前輪と後輪とでタイヤの種類が異なる場合における、ホイール
トルクと、前輪と後輪の回転速度比との関係を模式的に示している。図４において、細い
実線はすべての車両速度を対象として得られたデータに基づいて求めた各トルク領域（ト
ルク領域１、トルク領域２、トルク領域３）毎の１本の平均線（前輪と後輪の回転速度比
の平均値を通る直線）を示している。平均線ａは、低速域（例えば、～１００ｋｍ／ｈ）
に対応するトルク領域１（トルク領域１－１、トルク領域１－２、トルク領域１－３）で
求めた平均値を通る線であり、平均線ｂは、中速域（例えば、１００～１５０ｋｍ／ｈ）
に対応するトルク領域２（トルク領域２－１、トルク領域２－２、トルク領域２－３）で
求めた平均値を通る線であり、平均線ｃは、高速域（例えば、１５０～２００ｋｍ／ｈ）
に対応するトルク領域３（トルク領域３－１、トルク領域３－２、トルク領域３－３）で
求めた平均値を通る線である。
　また、太い破線Ａは低速域で得られたデータに基づいて求めた、当該低速域のホイール
トルク領域（トルク領域１－１、トルク領域１－２、トルク領域１－３）毎の平均値をそ
れぞれ通る平均線であり、太い実線Ｂは中速域で得られたデータに基づいて求めた、当該
中速域のホイールトルク領域（トルク領域２－１、トルク領域２－２、トルク領域２－３
）毎の平均値をそれぞれ通る平均線であり、太い一点鎖線Ｃは高速域で得られたデータに
基づいて求めた、当該高速域のホイールトルク領域（トルク領域３－１、トルク領域３－
２、トルク領域３－３）毎の平均値をそれぞれ通る平均線である。また、ＤＥＬｄは前輪
を２輪とも３０％減圧させたときの或る速度における前輪と後輪の回転速度比である。
【００５３】
　図４に示されるように、各トルク領域（トルク領域１、トルク領域２、トルク領域３）
において１本の平均線（トルク領域１の場合、平均線ａ）を求めた場合、この平均線ａに
より求められる正常内圧時における前輪と後輪の回転速度比ＤＥＬｎ１と、前輪２輪３０
％減圧時における前輪と後輪の回転速度比ＤＥＬｄとの差ｄ１が小さいため、減圧してい
ると判定されずに未警報となる。これに対し、低速域内においてトルク領域毎（トルク領
域１－１、１－２、１－３毎）に求めた平均線（太い破線Ａで示される直線）を用いると
、この平均線から求められる正常内圧時における前輪と後輪の回転速度比ＤＥＬｎ２と、
前輪２輪３０％減圧時における前輪と後輪の回転速度比ＤＥＬｄとの差ｄ２が大きいので
、減圧していると判定することができる。
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【００５４】
　図５は、図３と同様に、前輪と後輪とでタイヤの種類が異なる場合における、ホイール
トルクと、前輪と後輪の回転速度比との関係を模式的に示している。図５において、細い
実線はすべての車両速度を対象として得られたデータに基づいて求めた各トルク領域（ト
ルク領域１、トルク領域２、トルク領域３）で求めた前輪と後輪の回転速度比の平均値を
結んだ平均線を示している。また、太い破線Ａは低速域（例えば、～１００ｋｍ／ｈ）で
得られたデータに基づいて求めた各ホイールトルク領域（トルク領域１－１、１－２、１
－３）の平均値を結んだ平均線であり、太い実線Ｂは中速域（例えば、１００～１５０ｋ
ｍ／ｈ）で得られたデータに基づいて求めた各ホイールトルク領域（トルク領域２－１、
２－２、２－３）の平均値を結んだ平均線であり、太い一点鎖線Ｃは高速域（例えば、１
５０～２００ｋｍ／ｈ）で得られたデータに基づいて求めた各ホイールトルク領域（トル
ク領域２－１、２－２、２－３）の平均値を結んだ平均線である。また、ＤＥＬｄは前輪
を２輪とも３０％減圧させたときの或る速度における前輪と後輪の回転速度比である。
【００５５】
　図５に示されるように、各トルク領域（トルク領域１、トルク領域２、トルク領域３）
における前輪と後輪の回転速度比の平均値を結ぶ１本の平均線を求めた場合、この平均線
により求められる正常内圧時における前輪と後輪の回転速度比ＤＥＬｎ１と、前輪２輪３
０％減圧時における前輪と後輪の回転速度比ＤＥＬｄとの差ｄ１が小さいため、減圧して
いると判定されずに未警報となる。これに対し、各速度領域においてホイールトルク領域
毎の平均を結んだ平均線（低速域の場合、トルク領域１－１、１－２、１－３毎の平均値
を通る太い破線Ａで示される線）を用いると、この平均線から求められる正常内圧時にお
ける前輪と後輪の回転速度比ＤＥＬｎ２と、前輪２輪３０％減圧時における前輪と後輪の
回転速度比ＤＥＬｄとの差ｄ２が大きいので、減圧していると判定することができる。
【００５６】
　ところで、ホイールトルクと前輪と後輪の回転速度比は、図６に示されるように、車両
の前後方向加速度の大きさによって値が異なる。具体的に、前後方向加速度が大きくなる
に従い、前輪と後輪の回転速度比も大きくなっている。本発明では、これを補正するため
に、図７に示されるように、前後方向加速度で補正する際に用いる補正係数を求める。図
７において、縦軸はホイールトルク補正後の前輪と後輪の回転速度比であり、横軸は前後
方向加速度である。ホイールトルク補正後の前輪と後輪の回転速度比は、次のようにして
求めることができる。まず初期化時（正常内圧時）に、前輪と後輪の回転速度比とホイー
ルトルクとをプロットして、例えば回帰直線を記憶する。その後、或るホイールトルクで
の回帰直線上の点と、前輪と後輪の回転速度比との差をホイールトルク補正後の前輪と後
輪の回転速度比とする。つまり、回帰直線からの変位（どれだけ乖離しているか）をホイ
ールトルク補正後の前輪と後輪の回転速度比とする。
【００５７】
　そして、ホイールトルク補正後の前輪と後輪の回転速度比と、前後方向加速度とをプロ
ットし、得られる直線（回帰直線）の傾きを補正係数とする。
　ついで、ホイールトルク補正後の前輪と後輪の回転速度比を前後方向加速度で補正する
と、図８に示されるように、ほぼ１本の直線になる。図８では、前後方向加速度による補
正後の前輪と後輪の回転速度比（補正後の値）とホイールトルクをプロットしている。補
正後の値は、以下の式（４）により求めることができる。
　補正後の値＝ホイールトルク補正後の前輪と後輪の回転速度比－補正係数×前後方向加
速度　　・・・・・・（４）
【００５８】
　初期化時に、この補正係数を求めておき、実走行時には、当該補正係数を用いて補正量
（補正係数×前後方向加速度）を算出し、ホイールトルク補正後の前輪と後輪の回転速度
比から補正量を減じることで補正後の値を算出する。算出された補正後の値が所定の閾値
よりも大きい場合は、前輪の同軸二輪又は後輪の同軸二輪が減圧しているとして警報を発
する。かかる閾値は、両前輪又は両後輪を正常内圧から例えば３０％減圧した状態の実験
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【００５９】
　なお、本実施の形態では、初期化時に複数の速度領域毎に前記回帰直線（前輪と後輪の
回転速度比とホイールトルクとの相関を示すもの）が引かれ、速度領域毎に補正係数が求
められる。また、図４に示されるように、速度領域毎に複数のホイールトルク領域を設定
する場合は、ホイールトルク領域毎に算出される前輪と後輪の回転速度比の平均値からの
変位と前後方向加速度から前記補正係数が求められる。また、図５に示されるように、速
度領域毎に複数のホイールトルク領域を設定し、ホイールトルク領域毎に算出される、ホ
イールトルクの平均値と前輪と後輪の回転速度比の平均値を結ぶ基準直線を求める場合は
、当該基準直線からの変位と前後方向加速度から前記補正係数が求められる。
【００６０】
　 [実施例]
　つぎに本発明の検出方法の実施例を説明するが、本発明はもとよりかかる実施例にのみ
限定されるものではない。
【００６１】
　ＦＲ車を用いて走行実験を行った。タイヤは前輪が２５５／３５Ｒ１９、後輪が／２８
５／３０Ｒ１９の夏タイヤであり、ドライバーを含めて２名が乗車した。走行条件は、正
常内圧時においては、ホイールトルクの値がばらついて有効な回帰直線を求めることがで
きるように、一般道で速度を変えながら走行した。
【００６２】
　図９は、ホイールトルクと、前輪と後輪の回転速度比との関係を示す図である。前後方
向加速度によって、前輪と後輪の回転速度比が異なる値となることが分かる。
　図１０は、図９に示される回帰直線によって補正した前輪と後輪の回転速度比（ホイー
ルトルク補正後の前輪と後輪の回転速度比）と、ホイールトルクとの関係を示す図である
。すなわち、或るホイールトルクに対し、前記回帰直線との差ないし変位をホイールトル
ク補正後の前輪と後輪の回転速度比とし、この回転速度比とホイールトルクとの関係を示
している。
【００６３】
　図１１は、図１０におけるホイールトルク補正後の前輪と後輪の回転速度比とホイール
トルクとの関係を表す直線の傾きを補正係数とし、前記式（４）に従い、前後方向加速度
による補正後の前輪と後輪の回転速度比（補正後の値）とホイールトルクとの関係を示し
ている。図１１より分かるように、すべてのトルク領域で、前輪と後輪の回転速度比が０
近辺の値になる。したがって、これを基準値とし、この基準値からのずれの程度を判断基
準とすることで、トルク及び前後方向加速度の影響を受けることなく、高精度にタイヤの
減圧を判定することができる。例えば、ＦＬ輪及びＦＲ輪を３０％減圧させたときの前輪
と後輪の回転速度比は、図１１の直線のようになる（実験走行により求めることができる
）ため、閾値を０．２５に設定すれば、前輪の同軸二輪の減圧を判定することができる。
【符号の説明】
【００６４】
　１　　　車輪速度検出手段（回転速度検出手段）
　２　　　制御ユニット
　２ａ　　インターフェース
　２ｂ　　ＣＰＵ
　２ｃ　　ＲＯＭ
　２ｄ　　ＲＡＭ
　３　　　表示器
　４　　　初期化ボタン
　５　　　警報器
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